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環境省 環境研究総合推進費

研究課題番号：１E-1202

課題名：街区型環境未来都市モデルの構築と
それに基づく都市政策提案

研究代表者 北詰 恵一（関西大学環境都市工学部准教授）
研究実施期間 平成24～26年度
累積予算額 35,426千円

メンバー
北詰 恵一*（代表 兼 ST１ 代表）
秋山 孝正*（ST2 代表）
尾崎 平 *（ST3 代表）
盛岡 通
井ノ口 弘昭 計 ５ 名 (* 本日参加)

（ST１）社会資本ストック・マネジメントによる
コンパクトな都市形成論

（北詰）
・社会資本ストックを考慮した都市形成による分類
・市民の行動・評価データをもとにした電力消費量推計→政策評価

（ST２）都市機能ストック・マネジメントと
スマートモビリティの形成によるQOL向上

（秋山、井ノ口）
・都市交通現象の記述、都市活動と空間移動に関する都市交通モデル
・自動車の保有行動の記述、公共交通・スマートモビリティの政策評価

（ST３）都市環境ストック・マネジメントによる
都市代謝インフラとエネルギーインフラのリ・デザイン

（尾崎、盛岡）
・エネルギーマネジメント評価システムの構築
・業務商業、住宅系地区でのスマート化効果推計モデル→政策評価

研究体制

2環境推進研究成果報告会【1E-1202】

アドバイザリー会議

宮本和明教授
(東京都市大学)
藤田壮教授
(国立環境研究所)

プログラムオフィサー
福山研二様
(国際環境研究協会)
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研究開発目的

3環境推進研究成果報告会【1E-1202】

・都市のストックの価値を高めるため、市民の認識を明示的に扱う
・社会資本、都市機能と関わる交通、環境インフラを対して
個人・世帯の行動モデルを構築
・環境政策に対する市民の反応をシミュレーションし評価する

○ 街区(群)単位の土地条件と環境行動を関連づけ
土地条件と政策効果を推計

○ 個人・世帯単位のアクティビティを記述し、
住まい方、交通行動、環境行動をシミュレーション

○ 都市形成と関連づけて環境政策効果を推計

対象都市と研究内容

環境推進研究成果報告会【1E-1202】 4

神戸市(1,544千人)
(2,813人/km2) 岐阜市

(413千人)
(2,053人/km2)

富山市
(422千人)

(339人/km2)
三宮地区旧居留地

(業務・商業地)
東灘地区
(住居地区)

土地利用 － 街区条件と住民行動
協調協力行動
ファミリーシップ

－ 公共交通圏域／
都市居住と
集合住宅化効果

交通 環境優先ｴﾘｱ効果
EV車専用エリア

－ 自動車保有行動
公共交通／
スマートモビリティ

－

環境
土地利用
／建物誘導

集住化／建替更新
集合住宅隣接型の
福祉施設／温浴
施設誘導(CGS)

－ －

交通のスマート化

エネルギーマネジメントシステム導入

環境にやさしい住まい方誘導

人口規模

神戸

密度
岐阜

富山
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地区特性分類の考え方

5

戸建て比率 高

減

低

戸建
人口増
Ａ

集合
人口増
Ｂ

集合
人口減
Ｃ

戸建
人口減
Ｄ 人

口
の
増
減

増

戸建て比率＝戸建て居住世帯数 / 総世帯数
※中間値からの高・低での2分類

人口の増減＝増減（増加のみ） / 増減（絶対値）
※0≤α<0.5、0.5≤α≤１での2分類 （H.17/H.12比）

[想定]
人口増：新たな住民が加わるコミュニティ
人口減：従来からの住民によるコミュニティ

住宅形態・人口増減による分類 (家族類型、利用交通手段に加えて)

町丁目例
Ａ(7％)：本山北町６丁目
・１種低層住専
・良好山手地区住宅街
・駅からわずかに距離
・夫婦・子供世帯

Ｂ(33%)：岡本１丁目
・近隣商業地域
・駅前商店街中マンション
・駅に近い
・単独世帯

Ｃ(43%)：本山北町３丁目
・１種中高層住専
・住環境が良好とはいえない
・駅に近い
・単独世帯

Ｄ(17%)：渦が森台４丁目
・１種低層住専
・昔の新興住宅地
・駅から遠い
・夫婦のみ、夫婦・子供世帯

環境推進研究成果報告会【1E-1202】

世帯タイプ分布(神戸市)

6

単独世帯タイプ分布
→ 都心に

夫婦と子供から成る
世帯タイプ分布
→ 郊外に

環境推進研究成果報告会【1E-1202】

高齢者分布 → 郊外に 利用交通手段 → 都心＋郊外沿線
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地区特性分類別の協調・協力確率

7

主婦（テレビ）

同じ個人属性であっても、地域特性により変化
世帯集計しても削減効果が異なる

協調・協力行動を行い個人iの行為jを行う時間Aｉｊを削減することで電力使用量を節約できる量

43.7%
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環境推進研究成果報告会【1E-1202】
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エアコン
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テレビ
炊事・掃除・洗濯

14.2% 15.8% 16.0% 13.8%

すべて男女６０歳以上、女勤め人の３人世帯

Ａ（戸建人口増）

Ｂ（集合人口増）

Ｃ（集合人口減）

Ｄ（戸建人口減）

節約効果に
２.２ポイント差

ファミリーシップ

8

①④

③ ②

もったいない
から消す

よいことだ
と思う
から消す

個人を尊重して行動する

家族に共感して行動する子供などの教育に
なるため行動する

自分の信念で行動し
周りに影響を与える

誰かが
注意する

気づいた人
が消す

環境推進研究成果報告会【1E-1202】
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ファミリーシップを高めることによる電気使用量削減量推計

東灘区全域に町丁目別に集計
電気使用料金は4.1％の削減が見込める

A B C D
0.98 0.77 0.75 1

① ② ③ ④
1 0.91 0.79 0.96

戸建 集合
1 0.61

単世代 複世代
0.63 1

地区特性
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環境推進研究成果報告会【1E-1202】

〇地区特性別にファミリーシップを反映
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常に多い

多い

普通

少ない

非常に少ない

近所付き合いの程度と家庭内環境行動

変えない がまんして1時間一緒
がまんして2時間一緒 苦にならず1時間一緒
苦にならず2時間一緒

近所付き合いが強い家庭では、
家庭内環境行動における
協調の度合いは強くなる。

〇同じ部屋で過ごす行動

円/月

タ
イ
プ

町丁目
用途
地域

ピーク時刻
電力消費
最大値

最大値
／平均値

１－
昼間最小値／最大値
夜間最小値／最大値

Ａ
本山北町
６丁目

１低
住専

7:00(朝)
19:00(夕)

1,036w 2.11
69.1%
91.6%

Ｂ
岡本
１丁目

近商
7:00(朝)
19:00(夕)

842w 2.22
72.8%
92.1%

Ｃ
本山北町
３丁目

１中高
住専

7:00(朝)
19:00(夕)

954w 2.14
70.4%
91.8%

Ｄ
渦が森台
４丁目

１低
住専

7:30(朝)
18:00(夕)

1,242w 2.05
65.9%
91.4%

増加人口による世帯
多様性期待型

土地利用の混在期待型

都市構造における街区群別の把握

環境推進研究成果報告会【1E-1202】 10

都市軸
公共交通軸

コミュニティに期待した
政策誘導型
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街区型環境未来都市の都市活動と空間移動に関する都市交通政策評
価。

エージェント型モデルによる街区型環境都市の検討

①神戸市旧居留地モデル（大都市街区型モデル）

歩行者分布 8：25

・旧居留地（中心市街地）の都市交通現象記述
・街区単位の環境交通政策とエネルギー政策のインパクト評価
・業務活動者・商業来訪者をエージェントとする。
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22%

0%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

神戸市

中央区

旧居留地
鉄道

バス

自動車

自動二輪・原付

自転車

徒歩

その他

トリップ目的（着トリップ）

代表交通手段の構成割合

環境推進研究成果報告会【1E-1202】 11

トランジットモール
エリア
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）

政策あり

政策なし

（環境優先エリアの設定）
車両に対する環境負荷量に対する流入課金

ケース設定：電気自動車のみの通行可能

平均速度の変化（旧居留地全体） 二酸化炭素排出量

環境優先エリア ➡ 電気自動車の利用促進 ➡ CO２の削減

旧居留地モデルによる政策評価

・公共交通機関とまちづくり➡歩行者増加・にぎわい・中心市街地活性化
・環境優先ゾーン設定➡低炭素空間の増加・省エネエリアの拡大
➡ 歩いて楽しいまちの創造
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ガソリン自動車 ハイブリッド 電気自動車

EV普及率20%のとき、環境
優先エリア設定により
CO2排出量6%削減

環境推進研究成果報告会【1E-1202】 12
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複雑系の挙動の観察か
ら、将来変化パターンを
把握する。
（環境未来都市の進化）

構成要素の変化から複雑系の創発を観測する

複雑系モデル（街区型環境未来都市）の概念

エージェントの
行動により社会
全体が変化

社会全体が変化
によりエージェン
トの行動が変化

自律的エージェント局所的相互作用
（学習・協調）

②岐阜市街区型環境都市モデル（地方都市街区型モデル）
・地方都市の自動車社会の方向性を示唆
・地方都市の環境政策的支援
・低炭素モビリティの有効利用

 

 

岐阜大学 

岐阜城 

メモリアル 
センター 

市役所 

県庁 

岐阜駅 
国道 248号 

至 名古屋 

至 各務ヶ原 

至 大垣 

国道 157号 

至 美濃 

至 山県 

環状線 

国道 256号 

国道 156号 

長良川 

環境推進研究成果報告会【1E-1202】 13
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保有車種構成の経年変化 二酸化炭素排出量の経年変化

地方都市の環境交通政策の評価

①公共交通の利用促進 ②スマートモビリティの利用
・バスネットワーク再編 ・低炭素モビリティ（HV・EV・ULV）の
・ＢＲＴの導入拡大 適材適所の配置
・トランジットセンターの活用 ・ゾーン課金（低炭素モビリティ優先）

【岐阜市の公共交通政策】

環境推進研究成果報告会【1E-1202】 14



2015/3/6

8

街区群をユニットとしたエネルギーマネジメント

環境推進研究成果報告会【1E-1202】

建築 国土・地域街区群

従来（系統主導） 今後（相互依存）

●大規模集中電源
－原子力，火力等
●中央制御型
－一方向型の需給バランス
●自立性が乏しい

●分散型電源（消費地に近いところ）
－コジェネ，PV，BT等
●中央制御型と分散制御型の併用
－双方向型の需給バランス
●自立性の高い需給構造を目指す

需要/供給供給側の論理

スマートな街区のエネルギーマネジメントの可能性を示す
（既存制度を超えた都市技術的吟味）

15

社会動向（高齢化対応の都市政策）

環境推進研究成果報告会【1E-1202】

都市再生特別措
置法等の改正、
立地適正化計画

大都市：高齢者の急増、地方都市：高齢化&低密度化

健康・医療・福祉の
まちづくりの推進ガイド
ライン

都市機能誘導区域

居住誘導区域

○介護・医療・予防
○生活支援・住まい

都市の低炭素化の
促進に関する法律
（エコまち法）

サ高住

福祉施設（デイサービス、特養等）

病院

都市再生、土地利用
誘導、規制緩和

高齢化対応の新たな
サービス、需要の拡大

土地利用の複合化

○平準化
○性能向上
○省エネ

建物・設備機器の更新

EMS,DR

○業務機能
○商業機能
○居住&滞在機能

施設更新、アライアンス形
成、EMS導入、PV・BT・FC・
CHP等の導入

スマートな街区のエネルギーマネジメントの可能性を示す
（既存制度を超えた都市技術的吟味）

温浴施設

16
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街区群のエネルギーマネジメント
評価システムの構成

環境推進研究成果報告会【1E-1202】

街区人口・就業・従業（国調）

建築物（都計基礎調査）

都市サービス（福祉、温浴等）

プロファイル・モデル

シナリオ・オプション

集約化・複合プロセス

エネルギ（総量、ピーク）

インプット プロセス アウトプット

政策評価分析

低炭素街区形成の
考え方のモデルで
のロジカルな表現

政令市で得られる情報、
全国共通情報、アンケート
等のプロアクティブ情報

福祉や都市サービス
の豊かな社会の
未来展望のビジョン

科学的手順とマクロ
指標での検証とロジ
カルな挙動再現確認

COP21以降の社会展
望への貢献
地域活性化への貢献

17

モデル街区

環境推進研究成果報告会【1E-1202】

三宮地区【都心】
業務商業系のスマート化
○業務・商業の中心地・容積率が高い
○住宅・滞在型が少ない
○夜間人口が少なく昼間人口が多い

東灘地区【近郊】
住居系のスマート化
○駅近の集合住宅、やや郊外の戸建住宅
○社宅や工場地帯が存在
○福祉施設の需要も見込まれる
○2025年頃までは人口増加傾向

多くの地域の参考となりうる典型な『都心の業務商業系地区』と
『近郊の住宅系地区』を対象とし、街区群のEMS、政策等を評価

18
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業務商業系のスマート化

環境推進研究成果報告会【1E-1202】

三宮駅

三宮地区【都心】 目的：エネルギー需要の平準化

政策手段：土地利用・建物誘導

Step:1 現状の近接街区のアライアンス形成
⇒赤枠内（2街区、10棟）

Step:2 三宮地区内の再開発を想定

Step1（ベース）に
①どのような用途を
②どの程度の規模で

誘導するとエネルギー的にメリットがある
のか判定できるチャートの構築

ケーススタディ的アプローチ

用途別の床面積ベースでの平準化効果を表
現するチャートを示すことで汎用性を持たせる

事務所 商業 住居 事務所 商業 住居

1 75.0% 25.0% 0.0% 65.5% 32.3% 2.2%
2 75.0% 0.0% 25.0% 65.5% 13.8% 20.7%
3 25.0% 75.0% 0.0% 28.4% 69.4% 2.2%
4 0.0% 75.0% 25.0% 9.9% 69.4% 20.7%
5 0.0% 25.0% 75.0% 9.9% 32.3% 57.8%
6 25.0% 0.0% 75.0% 28.4% 13.8% 57.8%
7 50.0% 50.0% 0.0% 47.0% 50.8% 2.2%
8 50.0% 0.0% 50.0% 47.0% 13.8% 39.3%
9 0.0% 50.0% 50.0% 9.9% 50.8% 39.3%

10 50.0% 25.0% 25.0% 47.0% 32.3% 20.7%
11 25.0% 50.0% 25.0% 28.4% 50.8% 20.7%
12 25.0% 25.0% 50.0% 28.4% 32.3% 39.3%
13 34.0% 33.0% 33.0% 35.1% 38.2% 26.7%

ケース
増分 ベース＋増分

（将来の都心再開発を見込んで）

19

エネルギー需要の平準化効果の算定結果
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区分
削減量

kW/100m2

0.00-0.05

0.05-0.10

0.10-0.15

0.15-0.20

0.20-0.25

0.25-0.30

0.30-0.35

0.35-0.40

0.40-0.45

0.45-0.50

0.50-0.55

0.55-0.60

0.60-0.65

0.65-0.70

0.70-0.75

0.75-

効
果
大

事：商：住
38%:53%:9%

住居系が20～30%

程度となる誘導政
策により平準化効
果は高い

ピークカット効果
0.6～0.7kW/100㎡

環境推進研究成果報告会【1E-1202】 20

事務所・商業系が
卓越している空間
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住居系のスマート化

本山

住吉

御影

魚崎

本庄

六甲I

東灘地区【近郊】
目的：○最大電力需要（kW）の低減

○電力消費量（kWh）の削減

政策手段：○集住化、○建替更新、○DR
○集合住宅隣接型の福祉施設
・温浴施設の誘導（CGS活用）

（将来の高齢化を見込んで）

Step:1 建替更新、集住化、DRによる効果の推定

集住化促進シナリオ

現位置建替シナリオ

BaUシナリオ 2030年の町別人口を考慮，
2010年比の増加世帯は集合住宅
老朽化建築物の建替更新
（断熱性能、空調機器性能向上）

集合住宅への住み替えを促進

Step:2 集合住宅隣接型の都市サービス施設立地

広域範囲でのシナリオ分析

特定街区群での分析

CGSなし（Bau）

CGSあり（連携なし）

CGSあり（連携あり）

都市サービス施設＝福祉、温浴施設

系統電力、ガスを利用

都市サービス施設にCGSを導入
集合住宅との連携（融通）なし（自家消費のみ）

都市サービス施設にCGSを導入

集合住宅との連携（融通）あり(自家消費+電力融通)

環境推進研究成果報告会【1E-1202】 21

2000年以降の主な集合住宅開発と
2010年次における開発候補地

環境推進研究成果報告会【1E-1202】

2000年以降に建設され
た50戸以上の集合住宅

開発候補地（社宅、
公営住宅、工場）

駅勢圏500m

22
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建替更新、集住化、DRによる効果の推定

14.0

15.0

16.0

17.0

現状 BaU 現位置建替集住化促進

2010年 2030年

東
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全
体
の
全
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の

1世
帯
あ
た
り
の
電
力
需
要
量

(k
W
h
/世
帯

)

DRなし

DRあり

集住化により対2010年比
1世帯電力需要量⇒約12%減

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

全体 戸建住宅集合住宅

1世
帯
当
た
り

電
力
需
要
量

(k
W
h
/世
帯

)

2010年 現状

2030年 BaU

2030年 現位置建替

2030年 集住化促進

戸建居住では対2010年比
1世帯電力需要量⇒約1.16倍
（高齢化による在宅時間の増⇒電力需要量増）

③

①

②

②

DRによる効果
1世帯電力需要量⇒約3~4%減
（高齢化による在宅時間の増⇒電力需要量増）

③

DRの反応条件：
13時～16時にエアコンを対象に節電すると設定
（機器はエアコンを対象に50％の反応割合を与えた）

集住化・DRによる効果
1世帯電力需要量⇒約16%減

以上よりトータルで見ると

①

環境推進研究成果報告会【1E-1202】 23

集合住宅隣接型の都市サービス施設立地

環境推進研究成果報告会【1E-1202】

U町X丁目
2010年
世帯数

2030年
世帯数

うち集合住
宅(追加分)

1世帯(65歳未満) 60 60 (0)

1世帯(65歳以上) 34 69 (0)

2人世帯(65歳未満) 89 63 (36)

2人世帯(65歳以上) 35 176 (36)

2人世帯(母子・父子) 35 35 (0)

3人以上世帯(夫婦と子供) 209 257 (108)

3人以上世帯（核家族以外） 12 12 (0)

総計 474 672 (180)

2000年以降に建設され
た50戸以上の集合住宅

開発候補地（社宅、
公営住宅、工場）

対象街区群

集合住宅用地

都市サービス施設用地

以下のU町X丁目の街区群を対象として検討
都市サービス施設
⇒福祉施設の場合
（デイケア100名、床面積4,000㎡規模）

⇒温浴施設の場合
（床面積：2,000㎡規模）

どちらか一方と集合住宅の組合せ

24
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集合住宅隣接型の都市サービス施設へのCGS導入効果
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最大電力需要の削減効果なし
⇒集合住宅のピーク（18~19時）時は
デイケアの給湯需要はほとんどないため
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最大電力需要量[kW]

2%減 3%減
11%減6%増

29%減15%減

○温浴施設はガス
の消費量が大

○ボイラーの効率と
CGSの効率の差に
起因

デイケアのような昼間の入浴サービス形
態の場合、集合住宅との隣接開発の効
果は小さい

温浴施設のような熱需要の高い施設と
集合住宅との隣接開発の効果は大きい

環境推進研究成果報告会【1E-1202】 25

本研究によって得られた主な成果

26

社会的意義

環境政策への貢献

環境推進研究成果報告会【1E-1202】

① 街区特性別の市民環境行動モデルによる行動レベルへの環境効果推計
② 詳細レベルの交通シミュレーションモデルによるスマートモビリティ評価ツール提供
③ 業務・商業・住居が混在する街区群のエネルギーマネジメント評価システムの
構築による計画策定、制度設計支援ツールの開発

街区人口・就業・従業（国調）

建築物（都計基礎調査）

都市サービス（福祉、温浴等）

プロファイル・モデル

シナリオ・オプション

集約化・複合プロセス

エネルギ（総量、ピーク）

インプット プロセス アウトプット

政策評価分析

低炭素街区形成の考え方の
モデルでのロジカルな表現

政令市で得られる情報、全国共通情
報、アンケート等のプロアクティブ情報

福祉や都市サービスの豊か
な社会の未来展望のビジョン

科学的手順とマクロ指標での
検証とロジカルな挙動再現確認

COP21以降の社会展望への貢献
地域活性化への貢献

④ 将来の高齢化および増加が予想される都市サービス施設をスマート化していく
戦略フレームの提供

① 都市の経緯を踏まえた街区単位での市民の協働による環境行動への着目
② スマートモビリティ導入に向けた道筋
③ 土地利用・建物誘導、建替・集住化、施設間連携などの効果の明確化
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本研究により得られることができた成果

環境推進研究成果報告会【1E-1202】

① 街区特性別の市民環境行動モデル
→ 都市の経緯を踏まえた街区単位での
市民の協働による環境行動効果

戸建て比率 高
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戸建
人口減
Ｄ 人

口
の
増
減

増

② 詳細レベルの交通シミュレーションモデル
→ スマートモビリティ導入に向けた道筋

③ 土地利用が混在する街区群の
エネルギーマネジメント評価システム

→土地利用・建物誘導、建替・集住化、
施設間連携などの効果
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